
宮 崎 県 公 報

宮崎県告示第 281号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項の規定により、次のとおり

土砂災害警戒区域を指定する。

なお、土砂災害警戒区域の表示については、次の図のとおりとす

る。
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宮崎県知事 東国原 英 夫
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私 立 学 校 法 （ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 二 百 七 十 号 ） 第 十 条 第 一 項 の 規

定 に 基 づ き 、 宮 崎 県 私 立 学 校 審 議 会 の 委 員 の 定 数 を 十 二 人 と す る 。

な お 、 宮 崎 県 私 立 学 校 審 議 会 委 員 の 定 数 （ 昭 和 四 十 九 年 宮 崎 県 告

示 第 三 百 四 十 一 号 の 六 ） は 廃 止 す る 。

平 成 二 十 年 四 月 十 四 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫
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Ⅰ−１−1367

Ⅰ−１−3519

Ⅱ−１−7103

Ⅱ−１−7104

Ⅱ−１−7105

09− 429−１− 001

09− 429−１− 002

八 重 の 平

浅 藪 − １

古 原 − ２

古 原 − ３

蔵 の 先

八重の平川

諸 塚 川

塚 原 川

坂 井 川
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（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及

び日向土木事務所に備えおいて縦覧に供する。）

国土調査法（昭和26年法律第 180号）第２条第１項第２号及び同

条第２項の規定による土地分類基本調査を次のとおり実施するので、

同法第７条の規定により公示する。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 国土調査として指定された年月日

平成20年３月28日

２ 調査を実施する者の名称

宮崎県

３ 調査地域

測量法（昭和24年法律第 188号）第27条第２項の規定により、

国土交通大臣の刊行した５万分の１地形図の次の図幅内の地域

鞍岡（宮崎県の区域に限る。）

４ 調査期間

この公告の日から平成21年３月31日まで

農地法（昭和27年法律第 229号）第62条第２項の規定により、次

のとおり土地配分計画を作成した。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

三納川筋土地改良区（西都市）の役員の就任及び退任について次の

とおり届出があった。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成22年６月29日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

勝岡土地改良区（三股町）の役員の退任について次のとおり届出が

あった。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

山新土地改良区（三股町）の役員の退任について次のとおり届出が

あった。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により、

吾田土地改良区（日南市）から平成20年３月21日付けで申請のあっ

た定款の変更を認可した。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により、

三財原土地改良区（西都市）から平成20年３月24日付けで申請のあ

った定款の変更を認可した。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

次の地区の県営土地改良事業の施行に伴う工事は、完了した。

平成20年４月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土 石 流

土 石 流

土 石 流

地 す べ り

09− 429−１− 014

09− 429−１− 015

09− 429−２− 007

36−01

鹿の下谷川

原 内 谷 川

矢左右谷川

万 ヶ 原

公公 告告

増 反 者所 在 地

地区名
予定売渡面積

（平方ﾒーﾄﾙ）

予定
売渡
口数

用途大 字町 村市 郡

９９１１畑本城串間市本城

住 所氏 名役名

西都市大字加勢5405番地３田 中 征 男理 事

住 所氏 名役名

西都市大字下三財1407番地１松 浦 幸 雄理 事

住 所氏 名役名

都城市郡元町2823番地戸 窓 三 郎理 事

都城市神之山町1927番地下 村 哲 二監 事

住 所氏 名役名

三股町新馬場３番地２佐 沢 寿 男理 事

完了年月日事 業 名市町村名地区名

平成20年３月25日中山間地域総合整備事

業

綾 町古屋・

二反野
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都市計画法（昭和43年法律第 100号）第20条第１項の規定により、

都市計画の図書の写しが送付されたので、次のとおり公衆の縦覧に

供する。

平成２０年４月１４日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画を定める者の名称

延岡市

２ 都市計画の種類及び名称

日向延岡新産業都市計画 地区計画

クレアパーク延岡工業団地第１地区 地区計画

３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課

宮崎県延岡土木事務所
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